
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の概要

決算において、これらの指標の一つでも基準を超えると財政健全化団体や財政再生団体に転落することになります。

平成２３年度は、「とちぎ未来開拓プログラム」に基づく取組（効果額２３９億円）等に
より実質２７３億円の黒字（財政調整的基金への積立２０８億円＋繰越金６５億円）となり
ました。

●自主的な改善努力による

財政健全化団体 財政再生団体
本県換算

約１５７億円の赤字

本県換算

約２１０億円の赤字

実質公債費比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

将来負担比率

２５％以上

３．７５％以上

８．７５％以上

４００％以上

３５％以上

５％以上

１５％以上

●自主的な改善努力による
早期健全化

・財政健全化計画の策定（議
会の議決）、外部監査の要
求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に
報告し公表

・早期健全化が著しく困難と
認められるときは、総務大臣
が必要な勧告

●国の管理下での財政再生

・財政再生化計画の策定（議
会の議決）、外部監査の要
求の義務付け

・財政再生計画は、総務大
臣に協議し、同意を求めるこ
とができる

・財政運営が計画に適合し
ないと認められる場合等に
おいては、予算の変更等を
勧告

【同意なし】災害復旧事業等を除き、地方債の
起債を制限

【同意あり】収支不足額を振り替えるため、償還
年限が計画期間内である地方債の起債が可

㉓決算：－％

㉓決算：－％

㉓決算：11.3％

㉓決算：146.0％



（当初予算時）  （取組の結果）

２３６億円 ２３９億円

（当初予算時）（取組の結果）

 ７０億円

 ７０億円 給与カット 給与カット５％ ７０億円 　７０億円

 ５８億円  ６３億円

給与改定 給与改定 ５８億円 　６３億円
　　うちH23人事委員会勧告分 － 　５億円

 ２３６億円  ４１億円  ４１億円

内部努力の徹底 給与構造の改革 ２５億円 　２５億円

給与改定 給与改定

「とちぎ未来開拓プログラム」 平成２３年度における取組の結果

マイナス勧告

・H23人事委員会勧告により、給与改定の効果が5億円増加した。

・内部努力の徹底、行政経費の削減については、当初予算において予算削減を

行っているので、同額の取組効果があったものとした。

・歳入の確保については、県税徴収率が当初の見込みを下回ったが、財産収入の

確保等に努めた。

・その他、歳入の増や経費の節減等により、基金の取崩しを取り止めた。

給与カット

プログラムの

取組効果

給与カット

５億円

㉓人勧による減

内部努力の徹底 給与構造の改革 ２５億円 　２５億円
各種運営費の抑制 １０億円 　　１０億円

 ５７億円  ５７億円 公債費縮減への工夫 ６億円 　　６億円

行政経費の削減 事務事業及び公共事業等の見直し ５７億円 　５７億円

歳入の確保 県税 ４億円 　　０億円
 １０億円  　８億円 財産収入 ４億円 　５億円

使用料・手数料 １億円 　　１億円
＋ 貸付金 １億円 　　１億円

新たな歳入の確保 ０億円 　　１億円

 ７８億円

３１４億円
※　歳出不用額は、プログラム取組の結果に含めていない。

内部努力の徹底

歳入の増、経費の節減

等により基金取崩し取り

止め

行政経費の削減

徴収率未達成

財政調整的基金

歳入の確保

行政経費の削減

内部努力の徹底

歳入の確保

財源不足

調整

財源不足額

内部努力の徹底

ふるさと納税等


